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岐阜県新型コロナウイルス感染症対策本部長  

 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく施設（介護サービス事業所等）の 

適切な感染防止対策の協力要請について 

 

 

 この度、新型コロナウイルス感染症の発生状況に鑑み、新型インフルエンザ等対策特

別措置法（以下、「特措法」という。）に基づき、岐阜県を含む全国を対象区域とした

緊急事態宣言が発出されました。 

 岐阜県としてもこのような状況を踏まえ、県下全域を対象とし、５月６日までの間、

県民の皆様に対し特措法第45条第１項に基づく徹底した外出自粛の要請をするとともに、

県内の介護サービス事業所等に対し、特措法第24条第9項に基づき「適切な感染防止対策

の協力」を要請しますので、下記によりご対応いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 要請期間 

  令和２年４月１８日（土）から５月６日（水）まで 

 

２ 要請内容 

  別紙「適切な感染防止対策」の内容のとおり 

 

３ 対象事業 

通所又は短期間の入所により利用される福祉サービスを提供する施設（通所又は短期

間の入所の用に供する部分に限る。） 

＜対象種別＞ 

・通所介護 

・通所リハビリテーション 

・短期入所生活介護 

・短期入所療養介護 

・特定施設入居者生活介護（短期利用） 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・認知症対応型共同生活介護（短期利用） 



・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用） 

・複合型サービス 

・介護予防通所リハビリテーション 

・介護予防短期入所生活介護 

・介護予防短期入所療養介護 

・介護予防認知症対応型通所介護 

・介護予防小規模多機能型居宅介護 

・介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用） 

・地域支援事業 

・老人デイサービス事業 

・老人短期入所事業 

・小規模多機能型居宅介護事業 

・複合型サービス福祉事業 

・老人デイサービスセンター 

・老人短期入所施設 
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【別紙】 

〇新型インフルエンザ等対策特別措置法第 24 条第 9項に基づく「適切な感染防止対策」の内容 

目  的 具体的な取組例 

発熱者等の施設へ

の入場防止 

・従業員の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の従業

員の出勤を停止 

・来訪者の検温・体調確認を行い、３７．５度以上や体調不良の来訪

者の入場を制限 

３つの「密」（密

閉・密集・密接）

の防止 

・店舗利用者の入場制限、行列を作らないための工夫や列間隔の確保 

（約２ｍ間隔の確保） 

・換気を行う（可能であれば、２つの方向の窓を同時に開ける） 

・密集する会議の中止（対面による会議を避け、電話会議やビデオ会

議を利用） 

飛沫感染、接触感

染の防止 

・従業員のマスク着用、手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励行 

・来訪者の入店時等における手指の消毒、咳エチケット、手洗いの励

行 

・店舗、事務所内の定期的な消毒 

移動時における感

染の防止 

・ラッシュ対策（時差出勤、自家用車・自転車・徒歩等による出勤の

推進） 

・従業員数の出勤数の制限（テレワーク等による在宅勤務の実施等） 

・出張の中止（電話会議やビデオ会議などを活用）、来訪者数の制限 

※上記は特措法に基づく「適切な感染防止対策」であり、介護サービス事業所等においては 

これまでの厚生労働省通知等における感染防止対策についても引続き対応願います。 



（参考） 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四年法律第三十一号） 

 

第三章 新型インフルエンザ等の発生時における措置 

中略 

（都道府県対策本部長の権限） 

第二十四条 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的

確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、当該都道府県及び関係市町村並びに関

係指定公共機関及び指定地方公共機関が実施する当該都道府県の区域に係る新型インフルエン

ザ等対策に関する総合調整を行うことができる。 

中略 

９ 都道府県対策本部長は、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅

速に実施するため必要があると認めるときは、公私の団体又は個人に対し、その区域に係る新

型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な協力の要請をすることができる。 

 

 


